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説明資料説明資料

２００６年５月２２日２００６年５月２２日

日比谷総合設備株式会社日比谷総合設備株式会社

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業
績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。将来の業績
は、経営環境の変化等に伴い、本資料の予想数値とは異なる可能性があります。



2 0 0 62 0 0 6年年 33月期月期
決 算 の 概 要決 算 の 概 要

20062006年年33月期の決算概要月期の決算概要

売 上 高

営業利益

経常利益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

計画比（％）

▲1.2

▲33.6

▲18.6

▲27.9

▲ 0.8 

【【連結連結】】

ポイ
ント

１

627.7億円

7.3 億円

17.1 億円

10.1 億円

2005.3期実績

2.0 %

540.6 億円

▲0.1 億円

11.4 億円

9.2 億円

1.8 %

2006.3期計画 2006.3期実績

635 億円

11 億円

21 億円

14 億円

2.8 %

前期比（％）

16.1

－

50.2

10.0

0.2 ポイ
ント



20062006年年33月期の決算概要月期の決算概要 【【単体単体】】

２

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

計画比（％）

▲4.3

▲67.0

▲35.5

▲36.5

▲ 0.9 ポイ
ント

521.7億円

3.3 億円

10.0 億円

5.4 億円

2005.3期実績

1.4 %

452.8 億円

▲0.9 億円

5.5 億円

3.7 億円

1.0 %

2006.3期計画 2006.3期実績

545 億円

10 億円

15.5 億円

8.5 億円

2.3 %

前期比（％）

15.2

－

82.5

45.7

0.4 ポイ
ント

子会社・関連会社の子会社・関連会社の20062006年年33月期月期 決算概要決算概要

会 社 増減率（％）

30.0

2005.3期実績

93.1億円 121.0億円

2006.3期実績

３

区分

売 上 高

経常利益

当期純利益

249.70.4億円 1.7億円

632.40.1億円 1.1億円

項 目

日比谷通商

14.531.1億円 35.6億円売 上 高

経常利益

当期純利益

266.50.4億円 1.7億円

315.50.2億円 0.9億円

ニッケイ

子

会

社

※ 上記子会社２社の他、持分法適用の関連会社として、当社グループでは日本メックス が

あります。（2006.3期実績：売上高 471.7 億円、経常利益 14.6 億円）

尚、連単倍率は 1.2倍となります。



20062006年年33月期月期 損益計算書損益計算書 【【連結連結】】

４

営業外損益 1,153

売 上 高

区 分 2005.3期実績

▲ 10

54,065

1,143

増減率（％）

921

16.1

50.2

10.0

62,771

731

1,716

1,013

2006.3期実績

原価

総利益

総利益率

販管費

営 業 利 益

経 常 利 益

特別損益

法人税等

当 期 純 利 益

56,413
6,357

10.1 ％
5,625

985

45

749
157

377

48,716
5,349
9.9 ％
5,359

15.8
18.8
0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ

5.0

▲ 14.6

▲ 70.7

98.7

（単位：百万円）

－

当期純利益増減要因当期純利益増減要因 【【連結連結】】

△95

1,013

△266
＋147

△111
＋861

△168

△275

921

[単位：百万円]

５

②総利益率改善

④営業外損益減少

⑥法人税等増加

①売上高増加

③販管費増加

⑤特別損益減少

①
②

③
④

⑥

⑦

2005.3期 実績 2006.3期 実績

⑤

⑦少数株主損益増加



20062006年年33月期月期 損益計算書損益計算書 【【単体単体】】

６

営業外損益 645

売 上 高

区 分 2005.3期実績

▲ 93

45,284

551

増減率（％）

370

15.2

82.5

45.7

52,177

334

1,006

540

2006.3期実績

原価

総利益

総利益率

販管費

営 業 利 益

経 常 利 益

特別損益

法人税等

当 期 純 利 益

47,627
4,550
8.7 ％
4,215

671

10

476
168

349

41,372
3,911
8.6 ％
4,005

15.1
16.3
0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

5.3

4.1

▲ 93.9

36.4

（単位：百万円）

－

当期純利益増減要因当期純利益増減要因 【【単体単体】】

540

△210

＋45

△158
＋593

＋26

△127

370

[単位：百万円]

７

②総利益率改善

④営業外損益増加

⑥法人税等増加

①売上高増加

③販管費増加

⑤特別損益減少

①
②

③
④

⑤

⑥

2005.3期 実績 2006.3期 実績



118
120

242 247

149115

（単位：億円）

2005.3期 2006.3期

４７６

空 調

衛 生

電 気

８

分野別分野別 受注高・売上高受注高・売上高 【【単体単体】】

５１７

受注高

237

93
118

265

137
122

売上高

2005.3期 2006.3期

空 調

５２１

４５２

衛 生

電 気

49 45

255251

175 216

（単位：億円）

４７６

ＮＴＴ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

官 庁

民 間

９

顧客別顧客別 受注高・売上高受注高・売上高 【【単体単体】】

2005.3期 2006.3期

５１７

受注高

40

278264

48

147
194

売上高

2005.3期 2006.3期

ＮＴＴ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

官 庁

民 間

５２１

４５２



2 0 0 62 0 0 6 年年 33 月 期月 期

事業事業領域領域拡大の拡大の実績実績

事業事業領域領域の拡大の拡大分野分野

建築設備工事建築設備工事
【【電気・衛生・空調電気・衛生・空調】】

ＢＢ ＡＡ ＳＳ

ﾘﾆｭｰｱﾙﾘﾆｭｰｱﾙ
ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

Ｐ Ｆ ＩＰ Ｆ Ｉ

ＥＳＣＯ
リ ー ス
ＥＳＣＯＥＳＣＯ
リリ ーー スス

医療
福祉

医療医療
福祉福祉

環境
ｴﾈﾙｷﾞ

環境環境
ｴﾈﾙｷﾞｴﾈﾙｷﾞ

新事業方式新事業方式

ＩＩ ＴＴ 活用分野活用分野

成長分野成長分野

ＢＥＭＳＢＥＭＳ
保守保守
運用運用

ＬＣＭ分野ＬＣＭ分野

ﾋﾞﾙ・ｾｷｭﾘﾃｨﾋﾞﾙ・ｾｷｭﾘﾃｨ
ＩＩＰﾈｯﾄﾜｰｸＰﾈｯﾄﾜｰｸ

１０

環環
境境
ビビ
ジジ
ネネ
スス
分分
野野
へへ



ＬＣＭ分野ＬＣＭ分野

横須賀通信研究所

１１

リニューアルコンバージョン

Ｌａｔｔｉｃｅ ｓｈｉｂａｕｒａ
（日土地芝浦ビル）

ITIT活用分野活用分野（（11））－ビル統合監視システム

１２

中央監視装置

IPv6ﾈｯﾄﾜｰｸ

【防災センター内 情報設備】

入退室管理
(ｱｸｾｽ･ｾｷｭﾘﾃｨ)

ｲﾝﾀｰﾎﾝ設備 映像監視
(ITV)

ﾃﾚﾋﾞ共聴設備空調自動制御

秋葉原UDX
■システム概要



ITIT活用分野活用分野（（22））－ビル・セキュリティシステム

東京都庁舎入退室管理システム

１３

■システム概要

管理用サーバ

解施錠管理
コントローラ

空調設備
照明設備
防災設備

カードリーダー

ゲートウェイ

LAN-SW

センター装置

サブセンター装置

他システム

LAN

エネルギーマネジメントシステムの開発

１４

ＢＡＳ更改・ＢＥＭＳ導入ビルのネットワーク化によるエネルギーマネジメント

トレンド管理・ベンチマーク比較 効率指標管理 制御目標値管理
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データ区間（MJ/m2・年）

頻
度

0

20

40

60

80

100

（
％

）

0.000

0.006

0.012

0.018

0.024

0.030

22 24 26 28 30

室内温度　[℃]

湿
度
　
[k
g/
k
g]

40％

60％

80％

20％1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

0.65 0.70 0.75 0.80 0.85 0.90

部分負荷率

C
O
P

2004年 2005年

エネルギー管理センター

●各ビルのエネルギーデータの分析、運用改善

●各ビルのエネルギー消費量の最適化に向けた設備更改

・リニューアル提案

統計データとの比較 空調運転状態トレンドエネルギー効率トレンド

データ収集

ＬＣＭＬＣＭ分野・分野・ITIT活用分野・成長分野活用分野・成長分野

BEMS

BAS

データ収集

BEMS

データ収集

VPN
ネットワーク



2 0 0 62 0 0 6 年年 33 月 期 の月 期 の

施 策 の 実 施 状 況施 策 の 実 施 状 況

重点施策の実施状況重点施策の実施状況

■ 民間工事の受注拡大
→民間工事受注高、前年比24％増

■■ 民間工事の受注拡大民間工事の受注拡大

→→民間工事受注高、前年比24％増

■ 工事コストの低減
→徹底したプロジェクト管理による効果

■■ 工事コストの低減工事コストの低減
→→徹底した徹底したプロジェクト管理による効果プロジェクト管理による効果

■ 人事制度の改革
→新たな人事・給与制度及び再雇用制度導入

■■ 人事制度の改革人事制度の改革

→→新たな人事・給与制度及び再雇用制度導入新たな人事・給与制度及び再雇用制度導入

１５



資本政策の実施状況資本政策の実施状況

■ 配当政策

→中間配当1株につき7円50銭実施し、期末配当に

ついては1株につき40周年記念配当10円を含む

17円50銭を実施予定。年間配当額25円。

■■ 配当政策配当政策

→中間配当1株につき7円50銭実施し、期末配当に

ついては1株につき40周年記念配当10円を含む

17円50銭を実施予定。年間配当額25円。

■ 自己株式の取得等

→2006年3月期は10万株の株式を取得。

■■ 自己株式の取得等自己株式の取得等

→2006年3月期は10万株の株式を取得。

１６

投資・資金活用の実施状況投資・資金活用の実施状況

■ 研究開発への投資

→ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ開発費用に投資。

（出入監視装置）

■■ 研究開発への投資研究開発への投資

→ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ開発費用に投資。

（出入監視装置）

■ 提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用

→2006.3月期については、技術・事業提携等幅広

く検討したが未実施。

■■ 提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用

→2006.3月期については、技術・事業提携等幅広

く検討したが未実施。

１７



2 0 0 72 0 0 7 年年 33 月 期月 期

事 業 計 画 の 概 要事 業 計 画 の 概 要

20072007年年33月期月期の計画の計画

売 上 高

営業利益

経常利益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

2007.3期計画 増減率（％）

【【連結連結】】

690億円

15億円

26億円

16億円

9.9

105.5

52.0

58.4

3.1 % 1.1 ポイ
ント

１８

2006.3期実績

627.7億円

7.3億円

17.1億円

10.1億円

2.0 %



20072007年年33月期月期の計画の計画 【【単体単体】】

１９

売 上 高

営業利益

経常利益

当期純利益

Ｒ Ｏ Ｅ

13.1

293.9   

100.0 

103.7 

1.4 ポイ
ント

590 億円

13 億円

20 億円

11 億円

2.8 %

521.7 億円

3.3 億円

10.0 億円

5.4 億円

1.4 %

2007.3期計画 増減率（％）2006.3期実績

子会社・関連会社の子会社・関連会社の20072007年年33月期月期 計画計画

会 社 増減率（％）

▲10.7

2006.3期実績

121.0億円 108億円

2007.3期計画

２０

区分

売 上 高

営業利益

経常利益

▲37.51.6億円 1.0億円

▲41.21.7億円 1.0億円

項 目

日比谷通商

▲7.335.6億円 33億円売 上 高

営業利益

経常利益

▲72.21.8億円 0.5億円

▲76.51.7億円 0.4億円

ニッケイ

※ 上記子会社２社の他、持分法適用の関連会社として、当社グループでは 日本メックス が

あります。（2007.3期 計画 ： 売上高 500 億円、営業利益 15 億円）

尚、連単倍率は 1.17 倍となります。

子

会

社



45

255 270251

49
60

216175

270

（単位：億円）

顧客別受注高顧客別受注高

４７６
５１７

６００６００

ＮＴＴ
グループ

官公庁

民間

【単体】

２１

2005.3期 実績 2006.3期 実績 2007.3期 計画

264 285278

48 60
40

245

147
194

（単位：億円）

顧客別売上高顧客別売上高

４５２

５２１
５９０５９０

ＮＴＴ
グループ

官公庁

民間

【単体】

２２

2005.3期 実績 2006.3期 実績 2007.3期 計画



13億円

-0.9億円

3.3億円

8.6％ 8.7％ 9.7％

2.2％

0.6％
-0.2％
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[ ％ ]

営業利益・営業利益率・総利益率営業利益・営業利益率・総利益率

総利益率

営業利益率

【【単体単体】】

2005.3期実績 2006.3期 実績 2007.3期 計画

２３

営業利益



20072007年年33月期の施策月期の施策

重点施策項目重点施策項目

■ 民間工事受注時利益の向上■■ 民間工事受注時利益の向上民間工事受注時利益の向上

■ 工事総利益の確保■■ 工事総利益の確保工事総利益の確保

■ ＣＳＲ活動の推進■■ ＣＳＲ活動の推進ＣＳＲ活動の推進

２４

■ 事業拡大と新規事業展開■■ 事業拡大と新規事業展開事業拡大と新規事業展開



■■ 民間工事受注時利益の向上民間工事受注時利益の向上

◆ 新たなビジネスモデル展開による受注拡大◆◆ 新たなビジネスモデル展開による受注拡大新たなビジネスモデル展開による受注拡大

◆ 民間市場でのリニューアル工事の受注拡大◆◆ 民間市場でのリニューアル工事の受注拡大民間市場でのリニューアル工事の受注拡大

◆ 高利益を見込める建物用途物件の受注拡大◆◆ 高利益を見込める建物用途物件の受注拡大高利益を見込める建物用途物件の受注拡大

２５

■■ 工事総利益の確保工事総利益の確保

◆ 工事要員の稼動調整と適正配置◆◆ 工事要員の稼動調整と適正配置工事要員の稼動調整と適正配置

◆ コスト管理の徹底による利益確保◆◆ コスト管理の徹底による利益確保コスト管理の徹底による利益確保

◆ 民間工事利益の向上◆◆ 民間工事利益の向上民間工事利益の向上

２６



■■ 事業拡大と新規事業展開

２７

◆ ｾｷｭﾘﾃｨ関連事業の市場開拓◆◆ ｾｷｭﾘﾃｨ関連事業の市場開拓ｾｷｭﾘﾃｨ関連事業の市場開拓

◆ ＰＦＩ事業とｴﾈﾙｷﾞｰ関連事業の開拓◆◆ ＰＦＩ事業とｴﾈﾙｷﾞｰ関連事業の開拓ＰＦＩ事業とｴﾈﾙｷﾞｰ関連事業の開拓

◆ 従来の枠組にとらわれない事業への取組◆◆ 従来の枠組にとらわれない事業への取組従来の枠組にとらわれない事業への取組

■■ ＣＳＲ活動の推進ＣＳＲ活動の推進

◆ ＣＳＲの浸透と社員の意識改革

・社員のスキル向上に向けた水平展開

◆◆ ＣＳＲの浸透と社員の意識改革ＣＳＲの浸透と社員の意識改革

・社員のスキル向上に向けた水平展開・社員のスキル向上に向けた水平展開

◆ 品質・安全・環境・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに重点をおいた活動

・ステークホルダーを意識したＣＳＲ活動の継続実施

◆◆ 品質・安全・環境・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに重点をおいた活動品質・安全・環境・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに重点をおいた活動

・ステークホルダーを意識したＣＳＲ活動の継続実施・ステークホルダーを意識したＣＳＲ活動の継続実施

◆ 活動状況の積極的な情報開示

・ＣＳＲ報告書・ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄの発行、中間決算説明会等

◆◆ 活動状況の積極的な情報開示活動状況の積極的な情報開示

・・ＣＳＲ報告書・ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄの発行、中間決算説明会等ＣＳＲ報告書・ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄの発行、中間決算説明会等
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資本政策資本政策及び及び投資投資・資金活用・資金活用

資本に関する政策資本に関する政策

■ 配当政策
・ 長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努める

とともに、業績に見合った成果の配分を積極的に

行う。

・ 当面、当社の内部留保等の現状を勘案し、１株当

り１５円の普通配当を下限に、単独ベースでの配

当性向を６０％とすることを新たな目標とする。

■■ 配当政策配当政策
・ 長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努める

とともに、業績に見合った成果の配分を積極的に

行う。

・ 当面、当社の内部留保等の現状を勘案し、１株当

り１５円の普通配当を下限に、単独ベースでの配

当性向を６０％とすることを新たな目標とする。

２９



投資・資金の活用投資・資金の活用

■ 研究開発等への投資

・セキュリティ関連技術、エネルギーマネジメント

システムなどの研究開発に積極的に投資

■■ 研究開発等への投資研究開発等への投資

・セキュリティ関連技術、エネルギーマネジメント

システムなどの研究開発に積極的に投資

■ 提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ戦略事業からＭ＆Ａまでを幅広く対象とし

技術・事業提携や新規事業会社設立までを検討

■■ 提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用提携、Ｍ＆Ａ等への資金活用

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ戦略事業からＭ＆Ａまでを幅広く対象とし

技術・事業提携や新規事業会社設立までを検討

３０

資金

活用環境ビジネス環境ビジネス セキュリティ事業セキュリティ事業

不動産プロジェクト不動産プロジェクト

資金活用による事業領域の拡大資金活用による事業領域の拡大

■ 環境ビジネス

■ セキュリティ関連事業

■ 不動産ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへのエクイティ出資

■■ 環境ビジネス環境ビジネス

■■ セキュリティ関連事業セキュリティ関連事業

■■ 不動産ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへのエクイティ出資不動産ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへのエクイティ出資

３１



中 期 経 営 計 画中 期 経 営 計 画

ＨＩＢＩＹＡ２１ＨＩＢＩＹＡ２１ ２００６の２００６の

進 捗 状 況進 捗 状 況

中期経営計画の進捗状況中期経営計画の進捗状況 受注高受注高 【【単体単体】】

290 260

11090

230190

３２

（単位：億円）

ＮＴＴ
グループ

官公庁

民間

2005.3期 計画 2007.3期 目標

中 期 経 営 計 画

45

251 270255

6049

270
175 216

2005.3期 2006.3期 2007.3期

実績 実績 計画

４７６
５１７

６００６００
５７０

６００



中期経営計画の進捗状況中期経営計画の進捗状況 売上高売上高 【【単体単体】】

315 275

9550

210
150

３３

（単位：億円）

2005.3期 計画 2007.3期 目標

中 期 経 営 計 画

ＮＴＴ
グループ

官公庁

民間

264 285278

48 60
40

245

147
194

2005.3期 2006.3期 2007.3期

実績 実績 計画

４５２

５２１

５９０５９０

５１５

５８０５８０

中期経営計画の進捗状況中期経営計画の進捗状況 営業利益営業利益 【【単体単体】】
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（単位：億円）

2005.3期 計画 2007.3期 目標

中 期 経 営 計 画

13億円

-0.9億円

3.3億円
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ＨＩＢＩＹＡＨＩＢＩＹＡ ＶｉｓｉｏｎＶｉｓｉｏｎ

ＨＩＢＩＹＡ Ｖｉｓｉｏｎ

私たちは、“夢と希望と誇り”を

持てるＨＩＢＩＹＡを実現します

３５

● 創意と工夫で事業の発展に取組み、高い技術力と収益力を確保

● “ベストパートナー”と呼ばれている会社

● 常に新たな技術・分野に挑戦する会社

● 新しい事業に積極的にチャレンジし、社員から社長を輩出


